
 

港湾事業の再評価項目調書 
 

 事 業 名 （箇 所 名 ）  国際物流ターミナル整備事業（徳山下松港 新南陽地区） 

 実 施 箇 所  山口県周南市 

 該 当 基 準  再評価実施後、一定期間が経過している事業（経過措置） 

 主 な 事 業 の 諸 元  岸壁(-12m)、航路・泊地（-12m)、臨港道路、ふ頭用地 

 事 業 期 間   事業採択  平成9年度  完了  平成２8年度 

 総 事 業 費 ( 億 円 )  ３６０  残 事 業 費 ( 億 円 )  ２２２ 

 目 的 ・ 必 要 性 石炭等のバルク貨物を輸送する船舶の大型化に対応した国際物流ターミナルを整備する。

 便 益 の 主 な 根 拠 船舶の大型化による、海上輸送コスト削減便益 

（H23以降予測取扱貨物量：270万トン/年） 

 基準年度  平成２３年度 

 B：総便益(億円) ８２１  Ｃ：総費用(億円) ３６７  全体Ｂ／Ｃ     ２.２ 

 事 業 全 体 の 
 
 投 資 効 率 性 

 B－Ｃ ４５４  ＥＩＲＲ(%) ８.０  

 残事業の投資効率性  B：総便益(億円) ６５６  Ｃ：総費用(億円) １９８  継続Ｂ／Ｃ     ３.３ 

 感 度 分 析                  事業全体のＢ／Ｃ  残事業のＢ／Ｃ 
 需  要（-10％～+10％）    （2.0～2.5）   （3.0～3.7） 
 建 設 費（+10％～-10％）    （2.1～2.4）   （3.0～3.7） 
建設期間（+10％～-10％）    （2.2～2.3）   （3.3～3.4） 

 事 業 の 効 果 等  石炭等のバルク貨物の安定的かつ低廉な輸送が確保され、基礎素材型産業の国際競争
力強化と地域経済の発展に寄与する。 

 社会情勢等の変化 ・平成20年5月、背後企業の新規石炭火力発電所が稼働を開始し、石炭の需要が増加。 

・平成22年11月、新南陽地区岸壁(-12m)背後に貯炭場が完成。 

・平成23年1月末、新南陽地区岸壁(-12m)での輸入石炭の取扱を開始。 

・平成23年5月末、徳山下松港・宇部港が国際バルク戦略港湾(石炭)に選定。 

 主な事業の進捗状況  総事業費360億円、既投資額138億円。平成２2年度末現在 事業進捗率38％ 

 事業の進捗の見込み  平成28年度に完成予定 

 コスト縮減や代替案 
 立 案 等 の 可 能 性 

浚渫土砂の投入方法を見直し、平成23年度に約130百万円のコスト縮減を図る。 

 対 応 方 針 （原 案 ）  継続 

 対 応 方 針 理 由  十分な事業の投資効果が確認され、港湾利用者からも早期完成が強く要望されているた
め。 

 そ の 他 （その他の指標による効果） 
・背後に立地する基礎素材型産業の主要な原材料等バルク貨物の物流効率化が図られ、

わが国産業の国際競争力が向上し、雇用が確保されるとともに、基礎素材を使用する広
範な産業に裨益が期待される。 

・海上輸送効率化により、排出ガスの低減が図られる。 
(その他事項) 
・国際バルク戦略港湾の選定を受け、官民連携の深化等を通じ、今後のさらなる物流の効
率化や民間企業の国内投資を呼び込むことで我が国産業の国際競争力の更なる強化が
期待される。 
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平成平成2233年年８８月月

国土交通省国土交通省 中国地方整備局中国地方整備局

徳山下松徳山下松港港新南陽新南陽地区地区
国際物流ターミナル整備国際物流ターミナル整備事業事業 再評価再評価
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国際拠点港湾

重要港湾

徳山下松港

徳山下松港

徳山地区

下松地区 光地区

新南陽地区 事業位置

周南市 下松市 光市

１１．．事業位置図事業位置図 徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナル整備事業
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背後圏人口約26万人※１（山口県全体の約18％）に対し、

製造品出荷額等は約2兆円※２（山口県全体の約39％）

化学工業 鉄鋼業 石油製品製造業 電力

約2.3万人※２の

雇用を創出

》

●帝人ファイバー

東洋鋼鈑
●

出光興産
●

●
トクヤマ

●
日本ゼオン

トクヤマ●
●

日新製鋼●

●
東ソー

中国電力

●

大島半島

仙島

黒髪島

三井化学
●

《新南陽地区》

トクヤマ

仙島

《徳山地区》
《下松地区》

日本ポリウレタン工業

立地する主な企業の近年の設備投資 約1,000億円

今後、更なる投資が予定されている。
出典：各社HP等公表資料（H18以降）を基に宇部港湾・空港整備事務所算出

２２．．徳山下松港概要徳山下松港概要

※１：総務省国勢調査結果より周南市・下松市・光市を宇部港湾・空港整備事務所集計（H22速報）

※２：経済産業省工業統計調査より周南市・下松市・光市を宇部港湾・空港整備事務所集計（H21確報）

●

出典：重化学工業通信社資料（2010年度版）等

笠戸島笠戸島
生産能力順位の高い立地企業の製品 ［主な用途］

世界１位
ジルコニア ［セラミックス材料］

世界３位

世界２位

トリフルオロエタノール ［麻酔薬］

窒化アルミニウム ［電子機器の絶縁体］

特殊合成ゴム ［エスカレーターの手すり］

エチレンアミン ［紙力増強剤（ティッシュ等の原料）］

多結晶シリコン ［半導体、太陽電池］

出典：重化学工業新聞社資料(2010年版)

徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナル整備事業
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徳山下松港　地区別取扱貨物量の推移

263 285 303 274 194 234
1,087 1,024 889 842 609 760

2,800 2,654 2,833 2,532 2,420 2,415

2,473 2,486 2,388 2,381
1,939 1,874

6,624 6,449 6,412 6,030
5,162 5,282

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22

（万トン）

新南陽地区

徳山地区

下松地区

光地区

徳山下松港取扱貨物量の推移

1,923 1,890 1,827 1,738 1,352 1,329

2,322 2,294 2,299 2,073
1,736 1,743

2,030 1,899 1,959
1,862

1,736 1,897

349 366 327
356

338 314

6,624 6,449 6,412
6,030

5,162 5,282

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22

(万トン)

輸出
輸入
移出
移入

３３．．徳山下松港の利用状況①徳山下松港の利用状況①

取扱貨物量の推移

平成21年の徳山下松港取扱貨物量は5,162万ﾄﾝで、そのうち新南陽地区では約4割を取り扱っている。

外内出入別の主要品目取扱貨物量（H22年速報）

出典：山口県港湾課資料より宇部港湾・空港整備事務所作成 出典：山口県港湾課資料より宇部港湾・空港整備事務所作成

新南陽地区での取扱量が多い品目
（新南陽地区での取扱いシェア30%以上）

徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナル整備事業

※H22は速報値 ※H22は速報値

全国取扱貨物量
ランキング

17位
（H21年実績）

新南陽地区
取扱量シェア

38％
（H21年実績）

化学薬品
37%

セメント
29%

その他
化学工業品

20%

鋼材
7%

その他石油製品 3% その他 4%

H22年

輸出貨物量
314万トン

石炭
38%

原油
29%

石油製品
14%

原塩
11%

重油 2% その他 6%

H22年

輸入貨物量
1,897万トン

石油製品
18%

セメント
16%

化学薬品
18%

石炭
16%

その他
19%

H22年

移出貨物量
1,743万トン

フェリー
9%

石灰石
44%

化学薬品
8%

鋼材
10%

石油製品 4%

その他
21%

H22年

移入貨物量
1,329万トン重油

8%

鉄鋼 5% 砂利、砂 4%

出典：山口県港湾課資料より宇部港湾・空港整備事務所作成

徳山下松港全体で
約38％

（うち、新南陽地区
取扱量シェア約32%）
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新南陽地区

３３．．徳山下松港の利用状況②徳山下松港の利用状況②

平野岸壁：金属くず、砂･砂利

新南陽岸壁：コンテナ

背後企業群

新南陽岸壁：バルク

徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナル整備事業

便益対象施設

6



４４．．徳山下松港（新南陽地区）の課題徳山下松港（新南陽地区）の課題

・既存施設（桟橋）は、水深の不足等により陳腐化しているが、地理的条件から増深に
よる機能強化が不可能。

・一方、背後企業の生産設備、発電設備等の増強に伴い、原燃料の需要が増加。

・原燃料輸入の効率化のためには船舶の大型化に対応した施設が必要であるが、対
応できない状況。

○船舶の大型化への対応（不足する航路・泊地水深）

出典：山口県港湾課資料より宇部港湾・空港整備事務所作成 ※H22は速報値

既存桟橋における輸入貨物取扱量

233

149

1
0

50

100

150

200

250

H17 H18 H19 H20 H21 H22

年次

輸
入

量

石炭

原塩

りん鉱石

 

単位：万トン

速報

徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナル整備事業

石炭取扱施設

・輸入石炭取扱のシフト・輸入石炭取扱のシフト
・輸入原塩との取扱分離・輸入原塩との取扱分離

石炭取扱施設石炭取扱施設

新南陽ふ頭

航路（-9m）

合計
約380万トン
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５．事業の目的５．事業の目的

課題：石炭等バルク貨物の増加や船舶の大型化に対応した係留施設

及び航路、泊地の水深が不足

徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナルの整備

【目的】

石炭等のバルク貨物を輸送する船舶の大型化に対応した国際物流ターミナ
ルを整備する。

徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナル整備事業

※国際バルク戦略港湾の選定を受け、官民連携の深化等を通じ、今後のさらなる物流の効率化
や民間企業の国内投資を呼び込むことで我が国産業の国際競争力の更なる強化が期待される。
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事業の概要と進捗状況

・平成9年度に事業着手 【岸壁（-12m)、ふ頭用地】

・平成23年1月に水深-10mで暫定利用開始

・残事業は平成28年度に完了予定

・平成22年度末の全体進捗率は38％

■事業の進捗状況（事業期間：平成9年度～平成28年度）

全体

ふ頭用地

臨港道路

航路･泊地

(-12m)

岸壁

(-12m)

施設名

138億円

4億円

－

96億円

38億円

既投資額

222億円

1億円

1億円

221億円

－

残事業費

38%360億円

88%5億円

未着手1億円

県

30%317億円

国

施工
区分

38億円

全体

事業費

完了

進捗率

６６．．事業の概要と進捗状況事業の概要と進捗状況

【H23.1.31 第1船入港】

※端数処理のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とはならない。

臨港道路
240m

ふ頭用地
4.2ha

岸壁(-12m)
240m

航路・泊地
(-12m)

臨港道路
240m

ふ頭用地
4.2ha

岸壁(-12m)
240m

航路・泊地
(-12m)

臨港道路
240m

ふ頭用地
4.2ha

岸壁(-12m)
240m

航路・泊地
(-12m)

臨港道路
240m

ふ頭用地
4.2ha

岸壁(-12m)
240m

航路・泊地
(-12m)

施設規模 4.2ha

事業費 5億円

ふ頭用地（起債）

施設規模 240m

事業費 1億円

臨港道路（補助）

施設規模 240m

事業費 38億円

岸壁(-12m)（直轄）

徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナル整備事業

施設規模 154ha

事業費 317億円

航路・泊地(-12m)（直轄）
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・新南陽地区での石炭取扱量は、平成17年約190万トンであったが、平成22年には約230万トンに増加。
・更に背後企業の生産設備、発電施設の能力増強に伴い、平成23年以降、石炭の取扱量は270万トン/年が
見込まれる。
・なお、既存取扱施設は、今後増加が見込まれる原塩取扱に対応するため、石炭を本施設にシフト。
・鉄鋼は、航路・泊地(-12m)整備完了後、新南陽地区へシフトを検討中。
・新南陽地区における取扱貨物は、取扱実績及び企業ヒアリングにより、少なくとも270万ﾄﾝ/年が見込まれる。

７７．．事業の効果①事業の効果①

■取扱貨物の需要推計

航路・泊地(-12m)整備完了後、シフトすることを検討中（企業ヒアリング）

取扱貨物実績の動向及び企業ヒアリングにより設定

備 考

270270229合計

（13）－15鉄鋼

270270214石炭

H29推計(万トン)H23推計（万トン）H21実績（万トン）

出典：山口県港湾課資料より宇部港湾・空港整備事務所作成 ※H22は速報値出典：山口県港湾課資料より宇部港湾・空港整備事務所作成 ※H22は速報値

速報 推計

0

100

200

300

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

年次

取
扱

量

※1 H23は2月～4月の実績（約70万トン：企業ヒアリング）
※2 上記3ヶ月の実績を基に年間石炭取扱量を推計すると約270万トン

年間
約270万トン

2～4月実績
約70万トン

新南陽地区における石炭取扱量の推移
単位：万トン

速報 推計 0

5

10

15

20

25

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H29

年次

取
扱

量

単位：万トン

新南陽地区・徳山地区における鉄鋼取扱量の推移

速報 推計

徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナル整備事業

1
0



７７．．事業の効果②事業の効果②

■■船舶の大型化に伴う海上輸送効率化便益船舶の大型化に伴う海上輸送効率化便益
対象プロジェクトを実施することにより、大型船舶の入港が可能となり、年間約46億円（H33年度以降)の

海上輸送コストが削減される。

徳山下松港
（新南陽地区）

水深9m

輸入相手国
（オーストラリア、インドネシア）

荷主
（徳山下松港 背後企業）

Without時 With時

輸入相手国
（オーストラリア、インドネシア）

徳山下松港
（新南陽地区）

水深12m

保管用地

荷主
（徳山下松港 背後企業）

ベルトコンベア

ベルトコンベア

海上輸送
10,000DWT級

海上輸送
30,000DWT級

保管用地

ベルトコンベア

ベルトコンベア

海上輸送コスト
96.8 億円/年

海上輸送コスト
50.8 億円/年

海上輸送コスト
削減額

46.0 億円/年

徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナル整備事業
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・本プロジェクトの実施により、貨物の
海上輸送の効率化が図られ、CO2排
出量が約34％削減する。

・本プロジェクトの実施により、背後に立地する基礎素材型産業の主要な原材料等バルク貨物の
物流効率化が図られ、我が国産業の国際競争力が向上し、雇用が確保されるとともに、基礎素材
を使用する広範な産業に裨益が期待される。

７７．．事業の効果③事業の効果③

■その他の効果

○環境負荷の軽減

○産業の国際競争力向上に貢献

CO2排出量

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

WITHOUT時 WITH時

ト
ン

-
C

/
年

CO2排出量

34%削減

徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナル整備事業
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■事業コストの削減
・当初、投入方法を「空気圧送船」で計画。
・その後、コスト縮減の観点より、現地状況を考慮し、投入方法を工夫した結果「リクレーマ船」での施工
が可能となった。

※投入方法の工夫：潮位利用により、土運船を浅場に近づける事が可能となり、リク レーマ船によ
る施工を可能とした。

・見直しの結果、1.3億円のコスト縮減が可能となった。

８８．．コスト縮減等の方策コスト縮減等の方策

当初：空気圧送船にて投入

撒布台船 フロータ管

空気圧送船
土運船

（潮位利用無）

徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナル整備事業

見直し：リクレーマ船にて投入
リクレーマ船

土運船
（潮位利用有）

1
3



(120.0)

(90.0)

(60.0)

(30.0)

0.0

30.0

60.0
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120.0

H9 H14 H19 H24 H29 H34 H39 H44 H49 H54 H59 H64 H69 H74 H78

初期投資費用
管理運営費
便益
事業費現在価値
便益現在価値

９９．．投資効果投資効果

■費用便益分析結果

＋10%－10%＋10%－10%

3.33.42.22.3事業期間

3.03.72.12.4事業費

3.73.02.52.0需要量

残事業事業全体
要 因

459億円454億円純現在価値（B-C)

3億円3億円残存価値

656億円821億円便益（B）

3.32.2費用便益比（B/C）

653億円818億円海上輸送コスト削減便益

1億円1億円維持管理費

197億円366億円事業費

198億円367億円費用（C）

残事業事業全体項 目

■感度分析結果（Ｂ／Ｃによる分析）

※端数処理のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とはならない。
※本表中の額は、平成23年度を基準年として現在価値化した後のものである。

費用便益分析の結果、
○純現在価値（B-C）=454億円
○費用便益比（B/C）= 2.2

となり、十分な投資効果があることが確認された。

事業費 管理運営費

完成後の評価期間（50年）

暫定利用開始
（H23～）

事業全体における便益

残存価値
を含む

億円

※H23～H28は、水深10mで暫定利用
（10,000DWT→12,000DWTへ船舶が大型化）

事業期間

徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナル整備事業

1
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1010．．今後の対応方針（原案）今後の対応方針（原案）

①事業の必要性等の視点

１）事業を巡る社会経済情勢等の変化

２）事業の投資効果

費用便益比（Ｂ／Ｃ） ＝ ２．２（事業全体） ３．３（残事業）

３）事業の進捗状況

◇総 事 業 費 ： ３６０億円 （既投資額：１３８億円）
◇残 事 業 費 ： ２２２億円
◇事業進捗率 ： ３８％ （平成２２年度末）

②事業の進捗の見込み

◇平成２８年度完了予定。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性

◇浚渫土砂の投入方法を見直し、平成23年度に約130百万円のコスト縮減。

【今後の対応方針（原案）】

上記(1)、(2)の各視点により、効果が十分に見込まれると判断でき、港湾利用者からも早期完成が強く
要望されていることから継続が妥当

（１）再評価の視点

（２）港湾管理者への意見照会結果

◇対応方針（原案）については異存なし。引き続き、早期完成に向けて、コスト縮減等を考慮の上、事業を進めていただきたい。

◇平成20年5月、背後企業の新規石炭火力発電所が稼働を開始し、石炭の需要が増加。
◇平成22年11月、新南陽地区岸壁（-12m）背後に貯炭場が完成。
◇平成23年1月末、新南陽地区岸壁（-12m）での輸入石炭の取扱を開始。
◇平成23年5月末、徳山下松港・宇部港が国際バルク戦略港湾（石炭）に選定。

徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナル整備事業

1
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変化要因
今回評価前回評価

事項

２．２２．７
費用対効果

（B/C）

取扱貨物需要等の見直し
現在価値化の基準年変更（Ｈ18→Ｈ23）
解説書原単位の変更のため

８２１億円６７１億円総便益（B)

総事業費の見直し、現在価値化の基準年
変更（Ｈ18→Ｈ23）のため

３６７億円２４９億円総費用（C)

処分場用地に係る経費の計上、数量精査、
土砂処分手法の見直しのため

３６０億円３０３億円
総事業費

（現在価値化前）

数量精査、土砂処分手法の見直し並びに
事業計画見直しのため

平成９年度～

平成２８年度

平成９年度～

平成２９年度
事業期間

変更なし

岸壁（-12m)
航路・泊地（-12m）
臨港道路
ふ頭用地

岸壁（-12m)
航路・泊地（-12m）
臨港道路
ふ頭用地

事業施設

(H23再評価)（H18再評価)

1111．．前回評価時との比較（全体事業）前回評価時との比較（全体事業） 徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナル整備事業

1
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徳山下松港新南陽地区国際物流ターミナル整備事業

〔費用便益比（Ｂ／Ｃ）算定等資料〕
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【参考資料１】

平成 23 年度

山口県

事業名(箇所名)
国際物流ターミナル整備事業
（徳山下松港 新南陽地区）

担当課 本省港湾局計画課

　港湾 （　港湾整備事業 ） 事業評価カルテ（再評価）

事業
主体

中国地方整備局

担当課長名 松原　裕

主な事業の諸元

岸壁(-12m)、航路・泊地（-12m)、臨港道路、ふ頭用地

該当基準 再評価実施後、一定期間が経過している事業（経過措置）

実施箇所

カルテ表示項目

山口県周南市

検索対象都道府県指定（複数可）

完了 平成 28事業期間 事業採択 平成 9 年度

総事業費（億円） 360 残事業費(億円) 222

年度

便益の主な根拠

船舶の大型化による、海上輸送コスト削減便益（H23以降予測取扱貨物量：270万トン/年）

目的・必要性

石炭等のバルク貨物を輸送する船舶の大型化に対応した国際物流ターミナルを整備する。

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成 23

B:総便益(億円) 821 C:総費用(億円)

年度

全体B/C 2.2 B-C367 454 EIRR (%) 8.0

残事業の投資効率性 B:総便益(億円) 656 C:総費用(億円) 198 継続B/C 3.3

感度分析

事業全体のＢ／Ｃ 残事業のＢ／Ｃ

需　　要（-10%～+10%） （ 2.0 ～ ～ 3.7 ）2.5 ） （ 3.0

建 設 費（+10%～-10%） （ 2.1 ～ ～ 3.7 ）2.4 ） （ 3.0

建設期間（+10%～-10%） （ 2.2 ～

事業の効果等

石炭等のバルク貨物の安定的かつ低廉な輸送が確保され、基礎素材型産業の国際競争力強化と地域経
済の発展に寄与する。

～ 3.4 ）2.3 ） （ 3.3

主な事業の
進捗状況

総事業費360億円、既投資額138億円
平成22年度末現在　事業進捗率38%

社会経済情勢等
の変化

・平成20年5月、背後企業の新規石炭火力発電所が稼働を開始し、石炭の需要が増加。
・平成22年11月、新南陽地区岸壁(-12m)背後に貯炭場が完成。
・平成23年1月末、新南陽地区岸壁(-12m)での輸入石炭の取扱を開始。
・平成23年5月末、徳山下松港・宇部港が国際バルク戦略港湾（石炭）に選定。

コスト縮減や
代替案立案等の可
能性

浚渫土砂の投入方法を見直し、平成23年度に約130百万円のコスト縮減を図る。

主な事業の
進捗の見込み

平成28年度に完成予定

対応方針 継続

対応方針理由
十分な事業の投資効果が確認され、港湾利用者からも早期完成が強く要望されているため。

貨幣換算が困難な
効果等による評価

評価の観点 貨幣換算が困難な効果

環境 海上輸送効率化により、排出ガスの低減が図られる。

国際競争力強
化・物流効率化

・背後に立地する基礎素材型産業の主要な原材料等バルク貨物の物流効率化が図ら
れ、我が国産業の国際競争力が向上し、雇用が確保されるとともに、基礎素材を使用す
る広範な産業に裨益が期待される。

18



【参考資料２】

（徳山下松港新南陽地区）国際物流ターミナル（岸壁－１２ｍ）　全体事業 （徳山下松港新南陽地区）国際物流ターミナル（岸壁－１２ｍ）
費用便益分析シート(割引前) 費用便益分析シート(割引後)

EIRR= 8.0% NPV= 454 億円
B/C= 2.2  

（億円） （億円）

初期投資
費用

運営・維持
コスト

再投資費
用 総費用（C）

海上輸送費
削減便益 残存価値

総便益
（B）

初期投資・
更新投資

運営・維持
コスト

再投資費
用 総費用（C）

海上輸送
費削減便

益 残存価値 総便益　（B）
純便益
（B-C）

H8 1996 1996
H9 1997 1.6 1.6 -1.6 1997 1.7 1.0 2.9 0.0 0.0 2.9 0.0 0.0 0.0 -2.9

H10 1998 0.7 0.7 -0.7 1998 1.7 1.0 1.2 0.0 0.0 1.2 0.0 0.0 0.0 -1.2 　
H11 1999 0.5 0.5 -0.5 1999 1.6 0.9 0.8 0.0 0.0 0.8 0.0 0.0 0.0 -0.8
H12 2000 1.7 1.7 -1.7 2000 1.5 0.9 2.8 0.0 0.0 2.8 0.0 0.0 0.0 -2.8
H13 2001 6.9 6.9 -6.9 2001 1.5 0.9 10.9 0.0 0.0 10.9 0.0 0.0 0.0 -10.9
H14 2002 14.3 14.3 -14.3 2002 1.4 0.9 22.1 0.0 0.0 22.1 0.0 0.0 0.0 -22.1
H15 2003 11.1 11.1 -11.1 2003 1.4 0.9 16.3 0.0 0.0 16.3 0.0 0.0 0.0 -16.3
H16 2004 12.5 12.5 -12.5 2004 1.3 0.9 17.4 0.0 0.0 17.4 0.0 0.0 0.0 -17.4
H17 2005 11.6 11.6 -11.6 2005 1.3 1.0 15.4 0.0 0.0 15.4 0.0 0.0 0.0 -15.4
H18 2006 13.3 13.3 -13.3 2006 1.2 1.0 16.6 0.0 0.0 16.6 0.0 0.0 0.0 -16.6
H19 2007 15.8 15.8 -15.8 2007 1.2 1.0 18.6 0.0 0.0 18.6 0.0 0.0 0.0 -18.6
H20 2008 14.2 14.2 -14.2 2008 1.1 1.0 15.5 0.0 0.0 15.5 0.0 0.0 0.0 -15.5
H21 2009 9.6 9.6 -9.6 2009 1.1 1.0 10.4 0.0 0.0 10.4 0.0 0.0 0.0 -10.4
H22 2010 18.0 18.0 -18.0 2010 1.0 1.0 18.8 0.0 0.0 18.8 0.0 0.0 0.0 -18.8

H23暫定 2011 51.8 51.8 6.1 6.1 -45.7 2011 1.0 1.0 51.8 0.0 0.0 51.8 6.1 0.0 6.1 -45.7

H24 2012 53.6 53.6 6.1 6.1 -47.5 2012 1.0 1.0 51.5 0.0 0.0 51.5 5.9 0.0 5.9 -45.6  
H25 2013 38.2 38.2 6.1 6.1 -32.1 2013 0.9 1.0 35.3 0.0 0.0 35.3 5.6 0.0 5.6 -29.7
H26 2014 22.5 22.5 6.1 6.1 -16.4 2014 0.9 1.0 20.0 0.0 0.0 20.0 5.4 0.0 5.4 -14.6
H27 2015 22.5 22.5 6.1 6.1 -16.4 2015 0.9 1.0 19.2 0.0 0.0 19.2 5.2 0.0 5.2 -14.0
H28 2016 22.7 22.7 6.1 6.1 -16.6 2016 0.8 1.0 18.7 0.0 0.0 18.7 5.0 0.0 5.0 -13.7

H29供用 2017 1 0.0 0.0 0.0 36.8 36.8 36.7 2017 1 0.8 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 29.1 0.0 29.1 29.0
H30 2018 2 0.0 0.0 0.0 36.8 36.8 36.7 2018 2 0.8 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 28.0 0.0 28.0 27.9
H31 2019 3 0.0 0.0 0.0 36.8 36.8 36.7 2019 3 0.7 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 26.9 0.0 26.9 26.8
H32 2020 4 0.0 0.0 0.0 36.8 36.8 36.7 2020 4 0.7 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.8 0.0 25.8 25.8
H33 2021 5 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2021 5 0.7 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 31.1 0.0 31.1 31.0
H34 2022 6 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2022 6 0.6 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 29.9 0.0 29.9 29.8
315 2023 7 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2023 7 0.6 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 28.7 0.0 28.7 28.7
H36 2024 8 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2024 8 0.6 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 27.6 0.0 27.6 27.6
H37 2025 9 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2025 9 0.6 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 26.5 0.0 26.5 26.5
H38 2026 10 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2026 10 0.6 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.5 0.0 25.5 25.5
H39 2027 11 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2027 11 0.5 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 24.5 0.0 24.5 24.5
H40 2028 12 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2028 12 0.5 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 23.6 0.0 23.6 23.6
H41 2029 13 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2029 13 0.5 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 22.7 0.0 22.7 22.7
H42 2030 14 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2030 14 0.5 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 21.8 0.0 21.8 21.8
H43 2031 15 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2031 15 0.5 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 21.0 0.0 21.0 21.0
H44 2032 16 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2032 16 0.4 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.2 0.0 20.2 20.2
H45 2033 17 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2033 17 0.4 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 19.4 0.0 19.4 19.4
H46 2034 18 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2034 18 0.4 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 18.7 0.0 18.7 18.6
H47 2035 19 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2035 19 0.4 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 17.9 0.0 17.9 17.9
H48 2036 20 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2036 20 0.4 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 17.2 0.0 17.2 17.2
H49 2037 21 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2037 21 0.4 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.6 0.0 16.6 16.6
H50 2038 22 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2038 22 0.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 15.9 0.0 15.9 15.9
H51 2039 23 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2039 23 0.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 15.3 0.0 15.3 15.3
H52 2040 24 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2040 24 0.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.7 0.0 14.7 14.7
H53 2041 25 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2041 25 0.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.2 0.0 14.2 14.2
H54 2042 26 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2042 26 0.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 13.6 0.0 13.6 13.6
H55 2043 27 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2043 27 0.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 13.1 0.0 13.1 13.1
H56 2044 28 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2044 28 0.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.6 0.0 12.6 12.6
H57 2045 29 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2045 29 0.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.1 0.0 12.1 12.1
H58 2046 30 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2046 30 0.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.7 0.0 11.7 11.6
H59 2047 31 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2047 31 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.2 0.0 11.2 11.2
H60 2048 32 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2048 32 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.8 0.0 10.8 10.8
H61 2049 33 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2049 33 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.4 0.0 10.4 10.3
H62 2050 34 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2050 34 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 10.0 9.9
H63 2051 35 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2051 35 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.6 0.0 9.6 9.6
H64 2052 36 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2052 36 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.2 0.0 9.2 9.2
H65 2053 37 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2053 37 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.9 0.0 8.9 8.8
H66 2054 38 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2054 38 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.5 0.0 8.5 8.5
H67 2055 39 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2055 39 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.2 0.0 8.2 8.2
H68 2056 40 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2056 40 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.9 0.0 7.9 7.9
H69 2057 41 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2057 41 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.6 0.0 7.6 7.6
H70 2058 42 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2058 42 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.3 0.0 7.3 7.3
H71 2059 43 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2059 43 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.0 0.0 7.0 7.0
H72 2060 44 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2060 44 0.1 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7 0.0 6.7 6.7
H73 2061 45 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2061 45 0.1 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.5 0.0 6.5 6.5
H74 2062 46 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2062 46 0.1 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.2 0.0 6.2 6.2
H75 2063 47 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2063 47 0.1 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.0 0.0 6.0 6.0
H76 2064 48 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2064 48 0.1 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.8 0.0 5.8 5.7
H77 2065 49 0.0 0.0 0.0 46.0 46.0 45.9 2065 49 0.1 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.5 0.0 5.5 5.5
H78 2066 50 0.0 0.0 0.0 46.0 26.7 72.7 72.6 2066 50 0.1 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 3.1 8.4 8.4

343.2 2.4 0.0 345.6 2,298.6 26.7 2,325.3 1,979.7 366.2 0.9 0.0 367.0 817.6 3.1 820.7 453.6合　計 合　計

※各年度の建設費より消費税額を控除している（平成9年度（1997）以降：5％）

年度
施設供
用期間

割　　引　　前

年度
施設供
用期間

費用

純便益
（B-C）

建設デフ
レータ

割　　引　　後
費用

社会的
割引率

1
9



【参考資料３】

徳山下松港新南陽地区国際物流ターミナル整備事業

費用便益の概要

便益

単位当りの便益
項目 区分

単位 備考 単位

利用者便益
船舶の大型化による、海
上輸送コスト削減便益

1,703 円／トン・年 船舶の大型化による、海上輸送コスト削減 46.0 億円/年

残存価値 残存価値 26.7 億円

費用

　費用項目

　事業の対象施設 岸壁(-12m)、航路・泊地（-12m)、臨港道路、ふ頭用地

便益（代表年）

航路・泊地、ふ頭用地の残存価値

建設費、管理運営費

2
0



【参考資料４－１】

〔船舶の大型化による、海上輸送コスト削減便益〕

■【H23d～H28d】

without時 with時 備考
貨物量 便益対象貨物量（トン/年） ① 企業ヒアリングより

仕出国 企業ヒアリングより
仕出港 企業ヒアリングより

利用船舶（DWT) ② 10,000 12,000
港湾の施設の技術上の基準・同解説より

年間利用隻数（隻/年） ③ 135 113 ①/②

一日あたりの傭船料（千円/日・隻） ④ 1,629 1,791
without：マニュアル値（1.0万DWT）
with：マニュアル値より推定（1.2万DWT）

日本までの航海日数 ⑤ 企業ヒアリングより（往復）
日本までの一隻あたりの傭船料（百万円/隻） ⑥ 26.1 28.7 ④*⑤
日本までの年間傭船料（百万円） ⑦ 3,518.6 3,238.1 ③*⑥
一次輸送費用削減便益（百万円/年） ⑧ △：単年度計算

without時 with時 備考

貨物量 便益対象貨物量（トン/年） ① 企業ヒアリングより
仕出国 企業ヒアリングより
仕出港 企業ヒアリングより

利用船舶（DWT) ② 10,000 12,000
港湾の施設の技術上の基準・同解説より

年間利用隻数（隻/年） ③ 81 68 ①/②

一日あたりの傭船料（千円/日・隻） ④ 1,629 1,791
without：マニュアル値（1.0万DWT）
with：マニュアル値より推定（1.2万DWT）

日本までの航海日数 ⑤ 企業ヒアリングより（往復）
日本までの一隻あたりの傭船料（百万円/隻） ⑥ 45.6 50.1 ④*⑤
日本までの年間傭船料（百万円） ⑦ 3,694.6 3,410.1 ③*⑥
一次輸送費用削減便益（百万円/年） ⑧ △：単年度計算

without時 with時 備考
貨物量 便益対象貨物量（トン/年） ① 企業ヒアリングより

仕出国 企業ヒアリングより
仕出港 企業ヒアリングより

利用船舶（DWT) ② 10,000 12,000
港湾の施設の技術上の基準・同解説より

年間利用隻数（隻/年） ③ 54 45 ①/②

一日あたりの傭船料（千円/日・隻） ④ 1,629 1,791
without：マニュアル値（1.0万DWT）
with：マニュアル値より推定（1.2万DWT）

日本までの航海日数 ⑤ 企業ヒアリングより（往復）
日本までの一隻あたりの傭船料（百万円/隻） ⑥ 9.8 10.7 ④*⑤
日本までの年間傭船料（百万円） ⑦ 527.8 483.6 ③*⑥
一次輸送費用削減便益（百万円/年） ⑧ △：単年度計算

　国際物流ターミナルを整備することにより、岸壁並びに航路水深が12.0ｍとなり、標準船型30,000DWTの船舶が入港可能となるため、大型船舶を利用するこ
とによる海上輸送コストの削減ができる。
　なお、石炭輸出国の今後の動向から、インドネシアは、今後内需の拡大により石炭輸出の伸びは減少し、やがて頭打ちになる可能性が高く、オーストラリア
は、石炭輸出需要の拡大に伴い、インフラ整備・拡充が進められており、今後オートラリアへの依存度は高まると予想される。また、中国では国内需要増のた
め、2004年より輸出量は減少し、輸入量が増加していることから、将来は石炭純輸入国に転じる可能性が高い。
　上記から、オーストラリアのインフラ整備が2020年(H32)までに完成するとして、H33から、オーストラリアを50％とした。

【石炭輸入割合】
・石炭取扱貨物量：270万トン(H23～)
・石炭輸入割合：「インドネシア：オーストラリア：中国＝5：3：2」（H23～H32)
　　　　　　　　　　　　　 ：「インドネシア：オーストラリア：中国＝5：5：0」（H33～)

【WITHOUT時】
・利用船舶：10,000DWT
【WITH時（-10m暫定供用)】(H23～H28)
・利用船舶：12,000DWT
【WITH時(-12m供用)】(H29～)
・利用船舶：30,000DWT
　
　以上、プロジェクトの実施により、輸送費用が45.98億円／年削減可能(H33～)となる。

石炭（中国）

内容

一次輸送

6

石炭（インドネシア）

内容

一次輸送

16

280.5

バリクパパン港

ファンファ港

810,000

540,000

ﾆｭｰｶｯｽﾙ港

1,350,000
インドネシア

284.5

中国

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ

28

44.2

石炭（オーストラリア）

内容

一次輸送

21



【参考資料４－１】

■【H29d～H32】

without時 with時 備考
貨物量 便益対象貨物量（トン/年） ① 企業ヒアリングより

仕出国 企業ヒアリングより
仕出港 企業ヒアリングより

利用船舶（DWT) ② 10,000 30,000
港湾の施設の技術上の基準・同解説より

年間利用隻数（隻/年） ③ 135 45 ①/②

一日あたりの傭船料（千円/日・隻） ④ 1,629 2,565
without：マニュアル値（1.0万DWT）
with：マニュアル値（3.0万DWT）

日本までの航海日数 ⑤ 企業ヒアリングより（往復）
日本までの一隻あたりの傭船料（百万円/隻） ⑥ 26.1 41.0 ④*⑤
日本までの年間傭船料（百万円） ⑦ 3,518.6 1,846.8 ③*⑥
一次輸送費用削減便益（百万円/年） ⑧ △：単年度計算

without時 with時 備考
貨物量 便益対象貨物量（トン/年） ① 企業ヒアリングより

仕出国 企業ヒアリングより
仕出港 企業ヒアリングより

利用船舶（DWT) ② 10,000 30,000
港湾の施設の技術上の基準・同解説より

年間利用隻数（隻/年） ③ 81 27 ①/②

一日あたりの傭船料（千円/日・隻） ④ 1,629 2,565
without：マニュアル値（1.0万DWT）
with：マニュアル値（3.0万DWT）

日本までの航海日数 ⑤ 企業ヒアリングより（往復）
日本までの一隻あたりの傭船料（百万円/隻） ⑥ 45.6 71.8 ④*⑤
日本までの年間傭船料（百万円） ⑦ 3,694.6 1,939.1 ③*⑥
一次輸送費用削減便益（百万円/年） ⑧ △：単年度計算

without時 with時 備考
貨物量 便益対象貨物量（トン/年） ① 企業ヒアリングより

仕出国 企業ヒアリングより
仕出港 企業ヒアリングより

利用船舶（DWT) ② 10,000 30,000
港湾の施設の技術上の基準・同解説より

年間利用隻数（隻/年） ③ 54 18 ①/②

一日あたりの傭船料（千円/日・隻） ④ 1,629 2,565
without：マニュアル値（1.0万DWT）
with：マニュアル値（3.0万DWT）

日本までの航海日数 ⑤ 企業ヒアリングより（往復）
日本までの一隻あたりの傭船料（百万円/隻） ⑥ 9.8 15.4 ④*⑤
日本までの年間傭船料（百万円） ⑦ 527.8 277.0 ③*⑥
一次輸送費用削減便益（百万円/年） ⑧ △：単年度計算

■【H33d～】

without時 with時 備考
貨物量 便益対象貨物量（トン/年） ① 輸出国の動向から設定

仕出国 企業ヒアリングより
仕出港 企業ヒアリングより

利用船舶（DWT) ② 10,000 30,000
港湾の施設の技術上の基準・同解説より

年間利用隻数（隻/年） ③ 135 45 ①/②

一日あたりの傭船料（千円/日・隻） ④ 1,629 2,565
without：マニュアル値（1.0万DWT）
with：マニュアル値（3.0万DWT）

日本までの航海日数 ⑤ 企業ヒアリングより（往復）
日本までの一隻あたりの傭船料（百万円/隻） ⑥ 26.1 41.0 ④*⑤
日本までの年間傭船料（百万円） ⑦ 3,518.6 1,846.8 ③*⑥
一次輸送費用削減便益（百万円/年） ⑧ △：単年度計算

without時 with時 備考
貨物量 便益対象貨物量（トン/年） ① 輸出国の動向から設定

仕出国 企業ヒアリングより
仕出港 企業ヒアリングより

利用船舶（DWT) ② 10,000 30,000
港湾の施設の技術上の基準・同解説より

年間利用隻数（隻/年） ③ 135 45 ①/②

一日あたりの傭船料（千円/日・隻） ④ 1,629 2,565
without：マニュアル値（1.0万DWT）
with：マニュアル値（3.0万DWT）

日本までの航海日数 ⑤ 企業ヒアリングより（往復）
日本までの一隻あたりの傭船料（百万円/隻） ⑥ 45.6 71.8 ④*⑤
日本までの年間傭船料（百万円） ⑦ 6,157.6 3,231.9 ③*⑥
一次輸送費用削減便益（百万円/年） ⑧ △：単年度計算

石炭（インドネシア）

内容
1,350,000

一次輸送

インドネシア
バリクパパン港

16

1,671.8

540,000

石炭（オーストラリア）

内容
810,000

一次輸送

オーストラリア
ﾆｭｰｶｯｽﾙ港

28

1,755.4

16

1,671.8

中国
ファンファ港

6

250.8

1,350,000
インドネシア

バリクパパン港

石炭（オーストラリア）

石炭（インドネシア）

内容

一次輸送

一次輸送

石炭（中国）

内容

内容

一次輸送

オーストラリア
ﾆｭｰｶｯｽﾙ港

28

2,925.7

1,350,000
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【参考資料４－２】

〔残存価値〕

【残存価値】

42,000

23,100

9.7

50

50

16,991

17.0

※事業終了後H29～H78

Ａ：当初価格（百万円）

Ｌ：投資、再投資からの年数（年）

《航路・泊地》

(1-9/10・l/L）×A：残存価値（億円）

土地単価（円/m2）

残存価値（億円）

　プロジェクトの供用期間の終了とともに、その時点で残っている資産を残存価値として精算されると仮定す
る。
　本プロジェクトにおいて残存価値を計上できる、ふ頭用地と航路・泊地の残存価値を計上する。
　供用期間の終了とともに、26.7億円の残存価値が発生する。

項　　目 with時 without時

《ふ頭用地》

ふ頭用地面積（m2）

l：耐用年数（年）

23



【参考資料５】

徳山下松港新南陽地区国際物流ターミナル整備事業 【再評価】

（１）事業費

 全体事業費
（億円）

 残事業費
（億円）

工事費 321.2 203.3

岸壁（-12m） 33.8 0.0

基礎工 240 m 2.0 0.0

本体工 240 m 16.7 0.0

上部工 240 m 10.0 0.0

舗装工 240 m 0.2 0.0

附属工 240 m 4.9 0.0

航路・泊地（-12m） 287.4 203.3

浚渫工 3,392,000 m3 287.4 203.3

用地費及補償費 4.4 3.2

 用地費 1  式 

 補償費 1  式 4.4 3.2

間接経費 28.9 14.0

道路（補助事業） 240 m 0.8 0.8

埠頭用地（起債事業） 4.2 ha 5.0 0.6

合計 360.3 221.9

※港湾請負工事積算基準及び類似事業箇所の実績より算出している。

（２）管理運営費

金額
（億円／年）

1 式 0.05

※港湾管理者ヒアリングより

項目 数量

管理運営費

項目  数量 
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徳山下松港新南陽地区国際物流ターミナル整備事業

〔山口県への意見照会と回答〕
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（別紙）

【港湾事業】

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

徳山下松港新南陽地区
国際物流ターミナル整備事業

継続

※貴県の意見を踏まえ、「中国地方整備局事業監視委員会」へ諮る
　対応方針（原案）を作成するためのものです。
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